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  （注）１.当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。 

     ２.売上高には、消費税等は含まれておりません。 

          ３．第34期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号  平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。     

     ４.潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

  

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第34期

第１四半期連結
累計期間 

第35期
第１四半期連結

累計期間 
第34期

会計期間 

自平成23年
３月１日 

至平成23年 
５月31日 

自平成24年
３月１日 

至平成24年 
５月31日 

自平成23年
３月１日 

至平成24年 
２月29日 

売上高（千円）  22,618,195  24,031,958  92,627,573

経常利益（千円）  1,211,328  900,605  3,137,298

四半期（当期）純利益（千円）  771,221  394,974  1,532,987

四半期包括利益又は包括利益 

（千円） 
 693,222  405,929  1,238,538

純資産額（千円）  23,481,968  24,238,697  24,287,259

総資産額（千円）  63,895,928  65,035,392  59,366,351

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 40.58  20.70  80.53

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  36.2  36.9  40.6

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 2,117,110  2,824,027  6,181,868

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △2,420,823  △5,235,910  △5,062,224

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 2,226,766  3,155,088  △1,745,203

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
 6,591,529  4,774,354  4,026,144

２【事業の内容】
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当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

  

（吸収分割契約による持株会社制への移行） 

 当社は、平成24年４月４日開催の取締役会において、平成24年９月１日を効力発生日として、当社の店舗運営事

業を当社の100％子会社であるＫＧアセット・マネジメント株式会社(以下「承継会社」といいます。)に承継させ

るための会社分割（以下「本件分割」といいます。)を行うことを決議し、同日、承継会社とかかる会社分割のた

めの吸収分割契約を締結し、平成24年５月29日開催の当社定時株主総会で承認されました。 

 なお、本件分割の効力発生日において、当社は持株会社となり「カッパ・クリエイトホールディングス株式会

社」に商号変更いたします。   

 吸収分割の概要は下記のとおりであります。   

(1)吸収分割の目的 

近年当社を取り巻く経営環境は、主軸の日本国内回転寿司事業においては、外食業界における低価格競争と同業

他社との熾烈な市場競争など大変厳しい状況が続いております。そうした中、海外回転寿司事業における韓国出店

計画は順調に推移し、またコンビニエンスストア向けの寿司・調理パンの製造、販売を目的としたベンダー事業に

つきましても着実に販路の拡大が進み、本格参入が実現化しつつあり、それぞれ新たな事業の柱として成長への期

待が高まってまいりました。 

このような状況下で、当社グループ内のガバナンス体制を構築しつつ、各事業の権限と責任を明確にしてまいり

ました。今後は、各事業の成長戦略による積極的な展開を見据え、経営資源の適切な配分と経営インフラの整備、

従業員の教育体系・評価制度の構築、グループ全体における間接部門の共有・効率化により、更なる経営基盤の強

化、企業価値の最大化と永続的な発展を目指し、持株会社へ移行することといたしました。 

(2)会社分割の方法 

 当社を分割会社とし、当社の100％子会社であるＫＧアセット・マネジメント株式会社を承継会社とする吸収分割

(3)分割期日 

 平成24年９月１日 

(4)分割に際して発行する株式及び割当 

 本件会社分割に係る株式の割当てはありません。 

(5)分割する資産、負債の状況（平成24年２月29日現在） 

（注）分割する資産及び負債の金額は、いずれも平成24年２月29日現在の貸借対照表に基づいて算出したもので

あり、実際に分割する資産及び負債の金額とは異なります。  

(6)承継会社の概要（平成24年２月29日現在） 

代 表 者  代表取締役社長 徳山 桂一 

住  所  埼玉県さいたま市大宮区桜木町一丁目10番地16 

資 本 金  10,000千円 

事業内容  不動産の売買、賃貸借及びその仲介業  

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

資産 金額（百万円） 負債 金額（百万円） 

流動資産  576 流動負債 0 

固定資産  0 固定負債 576 

合計 576 合計 576 
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 文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会

社）が判断したものであります。 

  

(1) 業績の状況 

  当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災からの復興需要などを背景に緩やかに回復傾向

にあるものの、企業を取り巻く環境は、欧州政府債務危機や電力供給の制約への懸念など依然として先行きが不透

明な状況が続いております。 

 当外食業界におきましては、放射能による食品安全への不安や消費税増税の議論・電気料金値上げ問題を背景と

した消費者の節約志向の継続、顧客獲得のための企業間の競争の激化など厳しい経営環境で推移しております。 

 このような環境下、当社グループの当第１四半期連結累計期間の売上高は 百万円（前年同期比6.3％

増）、営業利益は 百万円（前年同期比22.7％減）、経常利益は 円（前年同期比25.7％減）、四半期純利

益は 百万円（前年同期比48.8％減）となりました。 

      

セグメントの業績は次のとおりであります。 

〈回転寿司事業〉 

 回転寿司事業におきましては、当第１四半期を「安心・安全強化月間」とし、衛生的で鮮度の良い商品を提供す

るために店舗オペレーションの再徹底を行ってまいりました。また、既存店売上高の向上のために商品ラインナッ

プの見直し、適正な店舗人員の配置によるサービス力の強化に努め、お客様に満足いただける店づくりを進めてお

ります。なお、当第１四半期連結累計期間におきましては、新たに６店舗を出店した結果、総店舗数は394店舗

（内、営業休止２店舗）となりました。 

 海外におきましては、韓国での既存５店舗の売上が順調に推移しており、スローガンである「韓国に必要とされ

る店づくり」を達成するために、引き続き課題である人材育成に注力してまいります。 

 以上の結果、回転寿司事業の売上高は、211億90百万円（前年同期比6.4％増）、経常利益は８億29百万円（前年

同期比33.0％減）となりました。 

  

〈ベンダー事業〉  

 ベンダー事業におきましては、関西・中京地区を中心に新規取引先の開拓を継続し、販路の拡大に取り組んでま

いりました。 

 当第１四半期連結累計期間の売上高は28億41百万円（前年同期比5.2％増）となり、経常利益は74百万円（前年

同四半期は経常損失22百万円）となりました。 

   

(2) 財政状態の分析 

 当第１四半期連結会計期間末における総資産は、 百万円となり、前連結会計年度末に比べ 億 百万円増

加いたしました。これは主に、現金及び預金が 億 百万円増加、有価証券が 億円増加、有形固定資産が２億 百

万円増加したことによるものであります。 

 負債の部は、 百万円となり、前連結会計年度末に比べ 億 百万円増加いたしました。これは主に、長期

借入金及び１年内返済予定の長期借入金が 億 百万円増加、未払法人税等が６億 百万円増加、買掛金が４億 百

万円増加したことによるものであります。 

 純資産の部は、 百万円となり、前連結会計年度末に比べ 百万円減少いたしました。これは主に、四半期

純利益計上による利益剰余金の増加３億94百万円、配当金の支払いによる利益剰余金の減少４億76百万円、自己株式

が 百万円減少したことによるものであります。 

(3) キャッシュ・フローの分析 

 当第１四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、営業活動によるキャッシュ・

フローが 百万円の収入、投資活動によるキャッシュ・フローが 百万円の支出、財務活動によるキャッシ

ュ・フローが 百万円の収入の結果、前連結会計年度末より 百万円増加し、47億74百万円（前連結会計年

度末は40億26百万円）となりました。  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  

 営業活動の結果得られた資金は、 百万円（前年同期は得られた資金21億17百万円）となりました。これ

は主に、税金等調整前四半期純利益 百万円、減価償却費 百万円、仕入債務の増加額４億21百万円等

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

240億31

９億57 ９億

３億94

650億35 56 69

17 48 30 91

407億96 57 17

36 75 57 21

242億38 48

24

28億24 52億35

31億55 ７億48

28億24

９億35 10億２
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によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  

 投資活動の結果使用した資金は 百万円（前年同期は使用した資金24億20百万円）となりました。これは

主に、有価証券の取得による支出45億円、有価証券の売却による収入15億円、定期預金の預入による支出41億

円、定期預金の払戻による収入30億円、有形固定資産の取得による支出10億８百万円等によるものでありま

す。  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  

 財務活動の結果得られた資金は 百万円（前年同期は得られた資金22億26百万円）となりました。これは

主に、長期借入による収入60億円、長期借入金の返済による支出23億24百万円、配当金の支払額３億65百万円等

によるものであります。 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間におきまして、当社グループの対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。  

(5）研究開発活動 

 該当事項はありません。 

  

52億35

31億55
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」欄には、平成24年７月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。   

  

  

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。  

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  50,000,000

計  50,000,000

種類 
第１四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成24年５月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成24年７月13日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容

普通株式  23,318,650 同左   
東京証券取引所 

（市場第一部） 

単元株式数 

50株  

計  23,318,650 同左 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成24年３月１日

～平成24年５月31日 
 －  23,318,650  －  9,551,570  －  8,566,392

（６）【大株主の状況】
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 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、実質株主が把握できず、記載することがで

きないため、直前の基準日である平成24年２月29日の株主名簿により記載しております。  

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が50株含まれております。また、「議決

権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。 

②【自己株式等】 

 上記のほか、四半期連結財務諸表において自己株式として認識している当社株式が510,250株あります。 

 これは、平成21年10月に実施した株式会社三井住友銀行（カッパ・クリエイト従業員持株会信託口）（以下「信

託口」という。）への自己株式の処分について、会計処理上、当社と信託口は一体のものであると認識し、信託口

が所有する当社株式を自己株式として計上しているためであります。  

  

該当事項はありません。  

（７）【議決権の状況】

  平成24年２月29日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  3,733,550 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  19,582,250  391,645 － 

単元未満株式 普通株式  2,850 － － 

発行済株式総数  23,318,650 － － 

総株主の議決権 －  391,645 － 

  平成24年２月29日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

カッパ・クリエイト

株式会社 

埼玉県さいたま市大

宮区桜木町一丁目10

番地16 

 3,733,550  －  3,733,550  16.01

計 －  3,733,550  －  3,733,550  16.01

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。  

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成24年３月１日から

平成24年５月31日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成24年３月１日から平成24年５月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年２月29日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成24年５月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,026,144 8,774,354

売掛金 656,412 800,485

有価証券 3,200,000 6,200,000

商品及び製品 496,794 530,731

原材料及び貯蔵品 187,547 207,585

繰延税金資産 264,601 425,237

未収入金 85,952 178,404

その他 1,336,266 1,512,116

貸倒引当金 △494 △25

流動資産合計 13,253,223 18,628,889

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 41,870,548 42,684,612

機械装置及び運搬具 3,548,678 3,723,557

工具、器具及び備品 3,878,378 3,954,934

土地 3,714,366 3,714,366

リース資産 4,057,743 3,962,833

建設仮勘定 300,618 360,325

減価償却累計額 △24,423,491 △25,162,031

有形固定資産合計 32,946,842 33,238,597

無形固定資産 260,654 248,393

投資その他の資産   

投資有価証券 576,969 497,228

繰延税金資産 715,153 724,172

敷金及び保証金 9,158,256 9,132,633

その他 2,481,824 2,584,841

貸倒引当金 △26,572 △19,364

投資その他の資産合計 12,905,631 12,919,511

固定資産合計 46,113,128 46,406,503

資産合計 59,366,351 65,035,392
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年２月29日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成24年５月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 3,037,030 3,458,091

短期借入金 2,144,763 2,144,763

1年内返済予定の長期借入金 8,146,726 9,290,872

未払金 1,069,816 1,266,637

未払費用 1,621,380 1,924,159

リース債務 732,996 704,473

未払法人税等 49,515 707,339

未払消費税等 373,248 431,055

賞与引当金 424,056 805,022

株主優待引当金 211,076 213,568

その他 313,607 346,717

流動負債合計 18,124,218 21,292,699

固定負債   

長期借入金 12,960,154 15,491,540

長期預り保証金 51,028 50,826

リース債務 1,730,327 1,719,124

退職給付引当金 887,145 907,066

資産除去債務 1,170,182 1,196,444

その他 156,035 138,994

固定負債合計 16,954,873 19,503,996

負債合計 35,079,092 40,796,695

純資産の部   

株主資本   

資本金 9,551,570 9,551,570

資本剰余金 8,675,315 8,673,091

利益剰余金 13,911,345 13,829,449

自己株式 △7,970,867 △7,946,262

株主資本合計 24,167,364 24,107,849

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,737 △40,685

為替換算調整勘定 △94,902 △73,681

その他の包括利益累計額合計 △93,165 △114,367

新株予約権 95,465 95,465

少数株主持分 117,594 149,749

純資産合計 24,287,259 24,238,697

負債純資産合計 59,366,351 65,035,392
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年３月１日 

 至 平成23年５月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年３月１日 

 至 平成24年５月31日) 

売上高 22,618,195 24,031,958

売上原価 9,786,241 10,519,568

売上総利益 12,831,954 13,512,389

販売費及び一般管理費 ※1  11,593,770 ※1  12,555,141

営業利益 1,238,183 957,248

営業外収益   

受取利息 22,568 24,423

受取家賃 30,795 29,428

雑収入 67,203 63,843

営業外収益合計 120,568 117,695

営業外費用   

支払利息 109,878 99,691

賃貸収入原価 21,450 20,757

為替差損 － 40,001

雑損失 16,095 13,887

営業外費用合計 147,423 174,338

経常利益 1,211,328 900,605

特別利益   

移転補償金 － 33,454

事業譲渡益 1,479,533 －

持分変動利益 43,370 －

貸倒引当金戻入額 3,842 －

その他 － 4,340

特別利益合計 1,526,747 37,795

特別損失   

固定資産除却損 54,081 1,555

店舗閉鎖損失 73,068 －

減損損失 ※2  50,716 ※2  1,639

災害による損失 ※3  942,294 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 363,811 －

特別損失合計 1,483,971 3,194

税金等調整前四半期純利益 1,254,103 935,205

法人税、住民税及び事業税 622,503 660,542

法人税等調整額 △91,964 △147,233

法人税等合計 530,539 513,308

少数株主損益調整前四半期純利益 723,563 421,896

少数株主利益又は少数株主損失（△） △47,657 26,921

四半期純利益 771,221 394,974
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年３月１日 
 至 平成23年５月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年３月１日 
 至 平成24年５月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 723,563 421,896

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △48,781 △42,493

為替換算調整勘定 18,440 26,526

その他の包括利益合計 △30,341 △15,967

四半期包括利益 693,222 405,929

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 742,476 373,774

少数株主に係る四半期包括利益 △49,253 32,155
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年３月１日 

 至 平成23年５月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年３月１日 

 至 平成24年５月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 1,254,103 935,205

減価償却費 1,012,442 1,002,173

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 363,811 －

減損損失 50,716 1,639

災害損失 942,294 －

のれん償却額 3,574 3,574

持分変動損益（△は益） △43,370 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 41,906 19,794

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,223 △7,677

賞与引当金の増減額（△は減少） 385,510 380,965

受取利息及び受取配当金 △22,872 △24,535

支払利息 109,878 99,691

固定資産除却損 54,081 1,555

店舗閉鎖損失 73,068 －

事業譲渡損益（△は益） △1,479,533 －

売上債権の増減額（△は増加） △111,644 △144,072

たな卸資産の増減額（△は増加） 11,399 △53,284

仕入債務の増減額（△は減少） △24,924 421,060

未払消費税等の増減額（△は減少） 139,170 57,806

その他 367,254 327,511

小計 3,125,641 3,021,407

利息及び配当金の受取額 6,044 5,725

利息の支払額 △116,209 △103,193

リース料支払額 △24,470 △26,226

災害損失の支払額 △279,217 －

法人税等の支払額 △594,678 △73,686

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,117,110 2,824,027

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △5,200,000 △4,100,000

定期預金の払戻による収入 4,000,000 3,000,000

有価証券の取得による支出 △2,500,000 △4,500,000

有価証券の売却による収入 1,000,000 1,500,000

有形固定資産の取得による支出 △1,175,440 △1,008,014

投資有価証券の取得による支出 △144 △51

投資有価証券の売却による収入 － 19,218

固定資産の除却による支出 △10,671 △6,367

無形固定資産の取得による支出 △8,210 △2,113

短期貸付金の増減額（△は増加） △1,669 －

敷金及び保証金の差入による支出 △301,383 △122,904

敷金及び保証金の回収による収入 7,439 11,311

長期前払費用の取得による支出 △32,051 △26,990

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
収入

804,978 －

事業譲渡による収入 990,110 －

その他 6,218 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,420,823 △5,235,910
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年３月１日 

 至 平成23年５月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年３月１日 

 至 平成24年５月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入 4,700,000 6,000,000

長期借入金の返済による支出 △2,142,286 △2,324,468

少数株主からの払込みによる収入 145,588 －

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △141,512 △177,449

自己株式の処分による収入 23,647 22,380

配当金の支払額 △358,671 △365,375

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,226,766 3,155,088

現金及び現金同等物に係る換算差額 3,173 5,004

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,926,226 748,210

現金及び現金同等物の期首残高 4,421,783 4,026,144

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 243,519 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  6,591,529 ※  4,774,354
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【追加情報】

当第１四半期連結累計期間
（自  平成24年３月１日 
至  平成24年５月31日） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

  当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号  平成21年12月４日）および「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日）を適用しております。 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 

（平成24年２月29日） 

当第１四半期連結会計期間 

（平成24年５月31日） 

 偶発債務 

他の会社の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行

っております。 

Ｆ.ＴＥＣ株式会社     140,000千円 

 偶発債務 

他の会社の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行

っております。 

Ｆ.ＴＥＣ株式会社     140,000千円 

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年３月１日 
至 平成23年５月31日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成24年３月１日 
至 平成24年５月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給料手当及び雑給与      5,126,337千円 

賞与引当金繰入額  349,482千円 

株主優待引当金繰入額   46,837千円 

退職給付費用  56,204千円 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給料手当及び雑給与      5,596,786千円 

賞与引当金繰入額  359,400千円 

株主優待引当金繰入額   52,769千円 

退職給付費用  39,307千円 

※２． 減損損失の内容は次のとおりです。 

 当社グループは、営業店舗は各店舗単位とし、賃貸用資

産及び遊休資産はそれぞれ個別の物件毎にグルーピングを

行っております。 

 当第１四半期連結会計期間において、閉店見込の資産グ

ループについて、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失（ 千円）として特別損失に計上

しております。 

 なお、当該資産の回収可能価額は使用価値によっており

ますが、将来キャッシュ・フローが見込まれないことか

ら、帳簿価額の全額を減損損失として計上しております。

用途 種類 場所 件数 金額 

営業店舗 建物他  京都府  1件 千円 50,716

50,716

※２． 減損損失の内容は次のとおりです。 

 当社グループは、営業店舗は各店舗単位とし、賃貸用資

産及び遊休資産はそれぞれ個別の物件毎にグルーピングを

行っております。 

 当第１四半期連結会計期間において、閉店見込の資産グ

ループについて、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失（ 千円）として特別損失に計上

しております。 

 なお、当該資産の回収可能価額は使用価値によっており

ますが、将来キャッシュ・フローが見込まれないことか

ら、帳簿価額の全額を減損損失として計上しております。

用途 種類 場所 件数 金額 

営業店舗 建物他  大阪府  1件 千円 1,639

1,639

※３． 東日本大震災による棚卸資産廃棄損、固定資産除

却損の見込み額及び休業期間中の固定費などの損失

額であります。 

─────── 
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Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成23年３月１日 至 平成23年５月31日） 

配当金支払額 

（注）平成23年５月30日定時株主総会決議の配当金の総額には、株式会社三井住友銀行（カッパ・クリエイト従

業員持株会信託口）（以下「信託口」という）に対する配当金14,668千円を含めておりません。これは、平成21

年10月に実施した信託口への自己株式の処分について、会計処理上、当社と信託口が一体のものであると認識

し、信託口が所有する当社株式を自己株式として計上しているためであります。  

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成24年３月１日 至 平成24年５月31日） 

配当金支払額     

（注）平成24年５月29日定時株主総会決議の配当金の総額には、株式会社三井住友銀行（カッパ・クリエイト従

業員持株会信託口）（以下「信託口」という）に対する配当金12,756千円を含めておりません。これは、平成21

年10月に実施した信託口への自己株式の処分について、会計処理上、当社と信託口が一体のものであると認識

し、信託口が所有する当社株式を自己株式として計上しているためであります。   

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年３月１日 
至 平成23年５月31日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成24年３月１日 
至 平成24年５月31日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 （平成23年５月31日現在）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 （平成24年５月31日現在）

  

現金及び預金勘定 11,793,788千円

預金期間が３ヶ月を超える定期預

金及び定期積金 
△5,202,259千円

現金及び現金同等物 6,591,529千円

  

現金及び預金勘定 8,774,354千円

預金期間が３ヶ月を超える定期預

金及び定期積金 
△4,000,000千円

現金及び現金同等物 4,774,354千円

（株主資本等関係）

決議 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり配

当額（円） 
基準日 効力発生日 配当金の原資

平成23年５月30日

定時株主総会 
普通株式  474,958  25 平成23年２月28日  平成23年５月31日  利益剰余金 

決議 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり配

当額（円） 
基準日 効力発生日 配当金の原資

平成24年５月29日

定時株主総会 
普通株式  476,870  25 平成24年２月29日  平成24年５月30日  利益剰余金 
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Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成23年３月１日 至 平成23年５月31日）  

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

                              （単位：千円） 

     

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項） 

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

（固定資産に係る重要な減損損失） 

 該当事項はありません。 

（のれんの金額の重要な変動） 

 該当事項はありません。 

（重要な負ののれん発生益） 

 該当事項はありません。  

  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  回転寿司 ベンダー 合 計

売上高       

外部顧客への売上高  19,917,912  2,700,282  22,618,195

セグメント間の内部売上高又
は振替高 

 －  －  －

計  19,917,912  2,700,282  22,618,195

セグメント利益又は損失（△）  1,237,368  △22,465  1,214,902

  （単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計  1,214,902

のれんの償却額  △3,574

四半期連結損益計算書の経常利益  1,211,328
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成24年３月１日 至 平成24年５月31日）  

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

                              （単位：千円） 

     

２．報告セグメントの利益の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整

に関する事項） 

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

（固定資産に係る重要な減損損失） 

 該当事項はありません。 

（のれんの金額の重要な変動） 

 該当事項はありません。 

（重要な負ののれん発生益） 

 該当事項はありません。  

   

  回転寿司 ベンダー 合 計

売上高       

外部顧客への売上高  21,190,248  2,841,710  24,031,958

セグメント間の内部売上高又
は振替高 

 －  －  －

計  21,190,248  2,841,710  24,031,958

セグメント利益  829,238  74,941  904,180

  （単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計  904,180

のれんの償却額  △3,574

四半期連結損益計算書の経常利益  900,605
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 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注）  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

  

     該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

   

（１株当たり情報）

  
前第１四半期連結累計期間
（自 平成23年３月１日 
至 平成23年５月31日） 

当第１四半期連結累計期間
（自 平成24年３月１日 
至 平成24年５月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭 40 58 円 銭 20 70

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（千円）  771,221  394,974

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円）  771,221  394,974

普通株式の期中平均株式数（千株）  19,004  19,080

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

平成20年５月28日定時株主総会

決議ストックオプション（新株

予約権）普通株式 株 148,700

同左 

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているカッパ・クリエ

イト株式会社の平成24年３月１日から平成25年２月28日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成24年３月１

日から平成24年５月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年３月１日から平成24年５月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キ

ャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、カッパ・クリエイト株式会社及び連結子会社の平成24年５月31日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成24年７月13日

カッパ・クリエイト株式会社 

取締役会 御中 

有限責任 あずさ監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 山本 美晃  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 森田 亨  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 貝塚 真聡  印 

（注）１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書提

出会社が別途保管しております。 

   ２ 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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